
平成２３年度 監査・実地指導等における指摘事項 （居宅介護支援）

№ サービス種別 項　　　目 事例及び指導内容（上段：事例、下段：指導内容） 根拠法令等

　通所リハビリテーション等の医療サービスを位置づけ
る際に、主治医に意見を求めていない、あるいは意見
の内容を記録していないケースが見られた。

　主治医に意見を求め、指示がある場合に居宅サー
ビス計画に位置づけること。また、意見を求めた医療
機関名や主治医の氏名、指示内容等について支援経
過記録に記載すること。
　居宅サービス計画の変更の際に開催したサービス担
当者会議において、出席できない事業所に対し、「利
用者の状況等に関する情報収集」や「計画原案への
意見照会」を行っていないケースがあった。

　会議に出席できなかった事業所の担当者について
も、利用者の状況等に関する情報を共有するととも
に、専門的見地から意見を求めること。

①居宅サービス計画に、福祉用具の必要な理由が明
確に記載されていないケースが多い。どこに書けばい
いか分からず、目標=必要な理由としているケースもあ
る。
②サービス担当者会議の開催記録において、継続し
て福祉用具貸与が必要な理由の記載がなかった。

①福祉用具が必要な理由を計画に記載すること。
②福祉用具貸与の継続の必要性について、サービス
担当者会議で話し合った結果を計画に記載すること。

　当該加算は日常生活自立度のランクがⅢ、Ⅳ又はＭ
に該当する利用者に対して支援を行った場合に算定
できるが、この日常生活自立度の決定にあたっては、
「医師の判定結果」又は「主治医の意見書」を用いるこ
ととされている。
　初回認定の際の主治医の意見書の写しは保存され
ているが、更新認定以降の日常生活自立度の状況を
確認できるものがない。

　更新認定の際には、その都度最新の主治医意見書
の写しを入手するなど、算定要件に該当することを確
認し、支援経過に記録を残すこと。

　居宅介護支援事業所は、毎年度２回、特定事業所
集中減算に関する算定を行い、その結果が９０％を超
える場合は当該書類を都道府県知事に提出すること
になっている。
　しかし、算定結果の記録がない、あるいは、その結果
が90％を超えているにもかかわらず、知事への報告が
行われていないケースがあった。

　特定事業所集中減算の適用を受けない（９０％を超
えない）場合であっても、算定結果の書類は２年間保
存すること。
　また、算定結果が９０％を超える場合は、事業所を
管轄する宇都宮市又は各健康福祉センターに必ず書
類を提出すること。
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平成２３年度 監査・実地指導等における指摘事項 （居宅介護支援）

№ サービス種別 項　　　目 事例及び指導内容（上段：事例、下段：指導内容） 根拠法令等

　サービス利用票とサービス提供票の実績が一致して
おらず、自己点検が行われないまま報酬請求がされて
いるケースがあった。

　給付管理においては、計画と実績が一致しているか
どうか、毎月の確認作業を徹底すること。
　仮に利用実績がないものが漫然と請求されている場
合には、「過誤」でなく「不正請求」となり、行政処分の
対象ともなり得るので十分注意すること。

①「少なくとも１月に１回、利用者の居宅を訪問し、利
用者に面接すること」とされ、また、「少なくとも１月に１
回、モニタリングの結果を記録すること」とされている
が、利用者宅を訪問していない、あるいは、モニタリン
グの結果を記録していないケースがあった。
②要介護認定期間の更新等の際など、居宅サービス
計画の見直しが適切に行われていないケースがあっ
た。（初回の計画を変更せずに長年使用）
③居宅サービス計画を変更しても、利用者等に説明し
同意を得たうえで交付していない
④サービス担当者会議を適時に開催していないケー
スがあった。

　上記①～④の介護支援専門員としての業務が適切
に行われていない場合は、運営基準違反による減算
となり、これを減算せずに報酬請求するのが常態化し
ている場合は、不正請求に該当し、介護保険事業所と
してのみならず、介護支援専門員個人としても行政処
分の対象となることがあるため、十分注意すること。

　長期目標及び短期目標の達成時期が全て被保険者
証の認定有効期間と同一であり、また、長期と短期の
目標の内容が同じである。

　利用者の日常生活の様子や心身の状況を勘案した
うえで、長期目標及び短期目標の達成時期や内容の
設定を適切に行うこと。

　長期利用（30日を超える連続利用、利用日数が要介
護認定等の有効期間の半数を超える場合）のケース
について、保険者（市・町）の了解を得ておらず、また、
利用が長期にわたる理由が短期入所生活介護計画及
び居宅サービス計画に記載されていなかった。

　短期入所サービスの長期利用については、保険者
である市・町の了解を得たうえで居宅サービス計画に
位置付け、これに基づく短期入所生活介護計画により
サービス提供を行うこと。

【根拠法令】※表中の略称については以下を参照してください。（居宅介護支援部分）
◇指定基準関係
■ 基準省令
指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準(H11.3.31厚生省令第38号)

■ 基準省令解釈通知
・ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について(H11.7.29老企第22号)

◇介護報酬関係

■ 報酬告示
指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準(H12.2.10厚生省告示第20号)

■ 報酬告示留意事項通知

・

基準省令第１３条

報酬告示別表のイ
注２

報酬告示留意事項
通知第３の６

8
居宅サービス計画の
期間の設定について

基準省令第１３条第
八号

解釈通知３（７）⑧

居宅介護支援
介護支援専門員とし
て適切な業務の実施
について

居宅介護支援

7

居宅介護支援

9
短期入所生活介
護
居宅介護支援

短期入所生活介護
の30日を超える連続
利用について

基準省令第１２９条
第１項

6 給付管理について

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉
用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の
留意事項について(H12.3.1老企第36号)
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